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第二次小平市空き家等対策計画の策定にあたって 

 

 

 

小平市長 

 

 

 

近年、全国的な人口減少や既存住宅等の老朽化、社会ニーズの変化、産業構造の変

化などを背景に、空き家等の増加が大きな社会問題の一つとなっています。特に、適

切に管理されない空き家等がそのまま放置されると、防犯、防災、環境面などで、市

民生活に深刻な影響を及ぼす恐れがあるため、より効果的な対策を実施する必要があ

ります。 

本市では、平成 30 年度に「小平市空き家等対策計画」を策定し、空き家等の発生

予防をはじめ、適正な管理や利活用等に関して各施策を講じてきましたが、計画期間

が令和 5年度末で終了することから、令和 4年度小平市空き家等実態調査の結果や令

和 5 年 12 月に施行された空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法

律の内容などを踏まえ、このたび「第二次小平市空き家等対策計画」を策定いたしま

した。 

本計画では、「空き家等の発生抑制・空き家期間の短縮」、「空き家等の活用促進」、

「空き家等の適切な管理・除却の促進」を基本方針としています。今後はこの基本方

針をもとに、市民等、事業者及び市が協力し、それぞれの役割のもとで空き家等対策

に取り組んでまいりますので、空き家等の所有者等をはじめ関係者のみなさまには、

より一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたりご尽力いただきました小平市空き家等対策計画検討

委員会の委員のみなさまをはじめ、貴重なご意見やご提案をいただきました市民のみ

なさまに心より深く感謝申し上げます。 

 

令和 6年（2024年）3月 
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第１章 計画の概要 

（１）計画の背景 

少子高齢化や社会的ニーズの変化を背景として、全国的に空き家等が増加する中、本市にお

いても、空き家等の問題が深刻化することが懸念されています。 

空き家等は適切な管理がなされていないと、防犯、防災、環境面などで悪影響を及ぼします。

そのため、空き家等に関する対策や適切な措置を講じることが求められています。 

本市においては、平成 31 年 3 月に 5 年間を計画期間とする小平市空き家等対策計画（以下、

「前計画」という。）を策定し、計画に基づく各施策を講じてきました。 

 

（２）計画の目的 

第二次小平市空き家等対策計画（以下、「本計画」という。）は、空家等対策の推進に関する

特別措置法（以下、「法」という。）の規定を踏まえ、空き家等に関する対策を総合的かつ計画

的に推進することを目的とします。 

 

（３）計画の位置づけ 

本計画は、法第 7 条に規定する計画であり、国の「空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するための基本的な指針」(以下、「国指針」という。)に即しつつ、都の「東京における

空き家施策実施方針」、本市の上位計画や関連計画、「小平市空き家等の適正な管理に関する条

例」(以下、「条例」という。)との整合を図りながら、定めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針 

 

国 

小平市第四次長期総合計画 

第二次小平市空き家等対策計画 

都  東京における空き家施策実施方針 

その他の計画 

小平市空き家等の適正な管理に関する条例 

小平市都市計画マスタープラン 

関連計画 

市 
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（４）本計画で対象とする空き家等 

 

 

本計画で対象とする空き家等は、原則として、一戸建住宅の空き家等と 1 棟全ての住戸が空

き室となっている共同住宅・長屋を対象とするほか、専用住宅に限らず、店舗併用住宅、空き

店舗、倉庫なども対象に含みます。 

また、空き家等の対策においては、将来的に空き家等を増やさないための発生抑制が重要と

なることから、現在使用されている住宅等についても対象とします。 

 

 

一戸建の空き家 

・使用されていない一戸建住宅 

・専用住宅に限らず、店舗併用住宅、空き店舗、

倉庫なども含む 

 

 

 

共同住宅・長屋の空き家 

・1 棟全ての住戸が空き室となっている共同住

宅・長屋 

 

     

                   

使用している住宅 

・現在使用されているが空き家となる可能性が高

い住宅 

 

 

 

 

 

（参考）法における空家等の定義 

■「空家等」 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態※

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地

方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。（法第 2条第 1項） 

  ※概ね年間を通して建築物等の使用実績がないこと 

 

■「特定空家等」 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている

状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。（法第 2条第 2項） 

 

■「管理不全空家等」 

空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当する

こととなるおそれのある状態にあると認められる空家等（法第 13 条第 1 項）  

【法第 7条第 2項第 1号：対象となる空家等の種類】 
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（５）計画の対象地区 

 

 

計画の対象地区は市内全域とします。 

 

（６）計画期間 

 

 

計画期間は、令和 6年度からの 5年間とします。 

ただし、関係法令の改正、関連計画の改定及び社会情勢や市民ニーズの変化等を踏まえ、必

要に応じて、計画の内容や期間の見直しができることとします。 

 

 

 

 

 

 

【法第 7条第 2項第 1号：対象地区】 

【法第 7条第 2項第 2号：計画期間】 
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第２章 現状と課題 

（１）地勢 

 本市は東京都心の西方26km、北緯35度41分41.8秒、東経139度28分41.5秒に位置し、武蔵野

台地上に平坦な地形をなしています。 

 市域の東は西東京市、西は東大和市・立川市に、南は小金井市・国分寺市に、北は東久留米

市・東村山市に接しています。 

 市域は東西約9km、南北約4kmで、面積は20.51k㎡であり、多摩26市中10番目の広さです。 

 市内には7つの鉄道駅があり、西武新宿線、西武拝島線が市を東西方向へ結び、JR武蔵野線、

西武国分寺線、西武多摩湖線が所沢、国分寺方面に連絡しています。 

 市内を走る幹線道路は、市の中央を青梅街道、その北側を新青梅街道、南側を五日市街道が

東西方向に横断し東京の中心部を結び、府中街道、新小金井街道、小金井街道が南北方向に

縦断しています。 

 玉川上水の開通に伴い新田開発がなされ、青梅街道に沿って列状に並ぶ農家と、その背後に

細長い短冊型の畑地と林地のある独特な集落が形成されてきた歴史があり、その後7つの駅

周辺を中心に都市化が進み、住宅都市として発展してきました。 

 

図表 1 本市の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※1東経・北緯は、世界測地系を使用しています。 

※2面積は、令和 4年 4月 1日時点で国土交通省国土地理院が公表した「全国都道府県市区町村別面積調」によ

る。 
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（２）人口の現状 

① 人口 

 本市の人口は、令和5年1月1日時点で19万6,924人であり、平成15年(20年前)の17万5,599人

と比べ、約12%増加しました。 

 平成25年に対前年比で大きな増加率が確認できますが、これは外国人登録制度が廃止され

平成24年7月9日より外国人住民も住民基本台帳制度の対象となる法改正があったためと推

測されます。 

 総人口は平成5年から令和3年まで緩やかな増加を続けてきました。令和4年に対前年増加率

がマイナスに転じましたが、令和5年は、対前年比増加率が再びプラスとなっています。 

 

図表 2 総人口の推移      令和 5年 1月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計書（令和 4年版） 
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② 多摩 26市の人口 

 本市は、多摩26市の中で6番目に人口が多く、隣接する7市の中では西東京市に次いで2番目

に人口が多くなっています。 

 

図表 3 多摩 26市の人口総数    令和 4年 1月 1日現在 単位（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都総務局、住民基本台帳人口 

 

  

561,758

430,385

260,253

237,939

205,805

195,361

190,590

187,304

185,124

151,695

148,025

147,528

131,124

127,792

124,617

117,091

113,829

93,007

85,285

83,022

80,112

76,317

74,948

71,872

56,274

54,609

八王子市

町田市

府中市

調布市

西東京市

小平市

三鷹市

日野市

立川市

東村山市

武蔵野市

多摩市

青梅市

国分寺市

小金井市

東久留米市

昭島市

稲城市

東大和市

狛江市

あきる野市

国立市

清瀬市

武蔵村山市

福生市

羽村市

0 100,000 200,000 300,000 400,000 500,000 600,000



 

9 

 

第
２
章  

第
４
章  

第
５
章  

第
３
章  

第
１
章  

空
き
家
等
対
策
の
方
針 

 

空
き
家
等
に
対
す
る

具
体
的
な
対
策 

計
画
の
概
要 

現
状
と
課
題 

 

計
画
の
進
行
管
理 

③ 年齢階層別の人口 

 令和4年1月1日現在の年齢階層別の人口構成比を見ると、年少人口（0～14歳）が12.94％、

生産年齢人口（15～64歳）が63.54％、老年人口（65歳以上）が23.52％となっています。 

 平成30年から令和4年の年齢階層別人口の推移を見ると、生産年齢人口及び年少人口の割合

が減少傾向となっている一方、老年人口の割合が増加傾向となっています。 

 

図表 4 年齢階層別の人口（男女別）               令和 4年 1月 1日現在 単位（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都総務局、住民基本台帳人口 

 

図表 5 年齢 3区分の推移       単位（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都総務局、住民基本台帳人口 
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④ 社会増減及び自然増減の推移 

 住民基本台帳人口によると、社会増減については、平成24年からの10年で一貫して増加傾向

（転出よりも転入のほうが多い）となっています。 

 自然増減については、平成24年から平成28年までは増加傾向（死亡よりも出生のほうが多

い）となっていましたが、平成29年以降、減少傾向（出生よりも死亡のほうが多い）となっ

ています。 

 

図表 6 社会増減及び自然増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自然増減・社会増減は、各年 7月 1日を基準とした過去一年間の合計数 

資料：統計書（令和 4年版） 

 

⑤ 世帯数の推移 

 平成6年から世帯数は増加傾向にあり、令和5年は、20年前の平成15年と比較して、約26％増

加しています。1世帯当たりの人口は減少傾向であり、核家族化や単身世帯の増加が進行し

ているものと推測されます。 

 

図表 7 世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：統計書（令和 4年版） 
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⑥ 一戸建に住む高齢者世帯数 

 平成20年から平成30年までに、一戸建に住む65歳以上の単身世帯数が210世帯、一戸建に住

む75歳以上の単身世帯数が510世帯、一戸建に住む65歳以上の者のみの世帯数が1,010世帯

増加しています。 

 

図表 8 一戸建に住む高齢者世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

⑦ 将来人口 

 本市の総人口は令和12(2030)年をピークに減少に転じ、2070年には、16万人台になると推計

されています。 

 年齢階層別に見ると0～14歳の年少人口は減少傾向、65歳以上の老年人口は増加傾向となっ

ています。少子高齢化が進んでいくものと予測されています。 

 

図表 9 将来人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査、令和 2年国勢調査に基づく小平市の将来人口推計（令和 6年 1月）  
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（３）住宅の状況 

① 住宅の所有と建て方 

 住宅・土地統計調査による本市の住宅の所有と建て方の戸数は以下のとおりです。住宅数の

推移は、増加傾向となっており、中でも、各年とも共同住宅の借家の戸数が最も多くなって

います。 

 一戸建は全体では増加傾向にありますが、一戸建のうち借家は減少傾向にあります。 

 

図表 10 住宅の所有と建て方       単位（戸） 

区分 
平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 

戸数 合計 戸数 合計 戸数 合計 戸数 合計 

一戸建 
持ち家 22,540 

24,490 
26,690 

28,690 
30,130 

31,660 
31,590 

32,950 
借家 1,950 2,000 1,530 1,360 

長屋建 
持ち家 540 

1,050 
300 

980 
610 

1,390 
410 

1,150 
借家 510 680 780 740 

共同住宅 
持ち家 7,540 

41,120 
11,460 

46,500 
10,400 

44,310 
9,920 

46,100 
借家 33,580 35,040 33,910 36,180 

その他 
持ち家 80 

90 
100 

130 
20 

60 
80 

130 
借家 10 30 40 50 

資料：「平成 15、20、25、30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 

 

図表 11 住宅の建て方 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料：「平成 15、20、25、30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局)  
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② 住宅の建築時期 

 平成30年住宅・土地統計調査による本市の住宅の建築時期は、持ち家の住宅では平成23年～

平成27年築の住宅が最も多く、次いで昭和56年～平成2年築の住宅が多くなっています。借

家では昭和56年～平成2年築の住宅が最も多く、次いで平成3年～平成7年築の住宅が多くな

っています。 

 昭和55年以前に建築された住宅を旧耐震基準とした場合、持ち家の旧耐震基準の割合は

15.8％となっており、借家の旧耐震基準の割合12.4％よりも3.4ポイント多い状況となって

います。 

 

図表 12 住宅の建築時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 

 

 

図表 13 住宅の建築時期（３区分） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 
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③ 住宅建設・住宅市場 

 本市の新設住宅着工数は、過去20年間では平成28年の2,482戸が最大で、平成29年の975戸が

最小です。 

 直近では令和2年が1,031戸、令和3年が2,115戸と着工数の変動幅が大きくなっています。ま

た、利用関係では、分譲住宅の割合が高いのが特徴です。 

 新設住宅の一戸あたりの床面積は、持ち家が100㎡を超える面積で推移しています。 

 

図表 14 利用関係別新設住宅着工数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築統計年報 

 

図表 15 利用関係別一戸あたり床面積の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築統計年報 
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④ 地価の状況 

 本市の住宅地の地価平均価格の推移を見ると概ね均衡状態にあります。令和4年は229,500

円／㎡となっており、多摩26市では12番目に高くなっています。 

 本市に隣接する7市の中では小金井市が最も高くなっています。 

 

図表 16 住宅地の地価平均価格の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省 地価公示 

図表 17 住宅地の地価平均価格の多摩 26市比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省 地価公示 

 

⑤ 土地の取引件数 

 本市の土地取引件数の推移をみると、小幅な変動は見られますが、300件台が続いています。 

 

図表 18 土地取引件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省 土地総合情報システム 
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（４）空き家等の状況 

① 空き家数、空き家率の推移 

 本市の空き家の合計は増加傾向にあり、平成30年は空き家数12,960戸で住宅数97,420戸に

占める空き家の割合は13.30％となっています。 

 空き家のうち、賃貸用の住宅が最も多く、次いでその他の住宅が多くなっています。 

 

図表 19 空き家数の推移 

住宅数 
平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 

86,760 93,650 97,420 

空き家数 平成 20 年 平成 25 年 平成 30 年 

二次的住宅 60 140 30 

賃貸用の住宅 7,730 8,090 10,490 

売却用の住宅 740 440 210 

その他の住宅 1,560 2,150 2,230 

※合計 10,070 10,830 12,960 

割合 11.61% 11.56% 13.30% 

※住宅・土地統計調査は、標本抽出方法により算出され、空き家数は集合住宅の「空き室」を含んだ数となって

います。 

※統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。

（市区町村は、1位を四捨五入して 10位までを有効数字として表章） 

資料：「平成 20、25、30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 

 

図表 20 空き家の内訳の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 20、25、30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 

 

空き家 

二次的住宅 

    別 荘： 週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、ふだんは

人が住んでいない住宅 
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② 多摩 26市との比較 

 多摩26市の住宅総数のうち空き家が占める割合の平均は10.9％であり、本市の空き家が占

める割合13.3％は昭島市と同率で多摩26市中2番目になります。 

 住宅総数のうち空き家となっている「賃貸用の住宅」の占める割合が10.8％（10,490戸）で

多摩26市中3番目となり、空き家の割合を高くしている要因となっていることがうかがえま

す。 

 

図表 21 多摩 26市の空き家の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 

 

図表 22 多摩 26市の賃貸用の住宅（空き家）の割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「平成 30年住宅・土地統計調査結果」(総務省統計局) 
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（５）令和 4年度小平市空き家等実態調査結果 

 

 

本市のこれまでの空き家等に関する調査は、平成 24 年度に市内全域の建築物約 80,000 戸を

対象として、建築物等現況調査を実施し、543 件の空き家等と推定される建物を確認しました。

また、平成 28 年度には、前計画の策定の際に、必要な基礎資料を確保するため、小平市空き家

等実態調査を行い、314件の空き家等と推定される建物を確認しています。 

 

① 調査目的 

 本計画の策定に向け、必要な基礎資料を確保するため。 

② 調査内容 

 現地実態調査（市が把握している空き家等802件） 

 所有者等意向調査（現地実態調査から、空き家等と推定された建物所有者等に対して実施） 

③ 調査期間 

 令和4年7月から令和4年11月まで 

④ 調査結果の概要 

 現地実態調査では外観目視により、515件の建物が空き家等と推定されました。 

 所有者等意向調査では、建物所有者等に対し、503件のアンケートを発送し、266件の有効回

答がありました。（有効回答率 52.9％） 

 現地実態調査及び所有者等意向調査により410件の建物が空き家等と判定されました。 

 空き家等の分布図は次頁のとおりです。 

 

 

  

【法第 7条第 2項第 3号：空家等の調査に関する事項】 
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市内の空き家等の分布図 
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屋根 件数 割合

合計 515件 100.0%

問題なし 408件 79.2%

確認できない 7件 1.4%

穴あき又は波打ち 6件 1.2%

一部損傷 94件 18.3%

⑤ 主な調査結果 

■現地実態調査 

【空き家等の主用途】 

 図表23のとおり、戸建住宅の割合は平成28年調査時から変化は見られませんが、件数は178

件増加しています。 

 「店舗兼住宅」と「事務所等」を合わせた件数及び割合に増加が見られました。 

 

図表 23 空き家等の主用途（平成 28年度及び令和 4年度調査比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建築年月の集計】 

 図表24のとおり、空き家等の半数以上が旧耐震基準で建築された建物となっています。 

図表 24 空き家等の建築年月（新旧耐震基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 ※建物登記情報を基に集計 

【屋根（軒下も含む）の損傷状況】 

 図表25のとおり、約2割の建物で屋根の損傷が見られます。 

図表 25 屋根の損傷状況 

 

 

 

 

 

旧耐震基

準の建物

56.9%

新耐震基準

の建物

25.0%

不明

18.1%

0.3%

0件 0.0%

0件 0.0%

314件 100.0%

戸建住宅 448件 87.0%

集合住宅※1 21件 4.1%

主用途
R4 合計

件数 割合

H28 合計

件数 割合

270件 86.0%

21件 6.7%

合計 515件 100.0%

事務所等 10件 1.9%

不明※2 2件 0.4%

長屋 6件 1.2%

倉庫、物置 3件 0.6%

店舗兼住宅 25件 4.9%

その他 0件 0.0%

0件 0.0%

3件 1.0%

19件 6.1%

1件

※1 集合住宅とは、１棟全て空き室のア

パートやコーポなど。 

※2 立地等により家屋に近寄ること 

   が出来ない建物。 

※外観目視により判定 
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【外壁の損傷状況】 

 図表26のとおり、約2割の建物で外壁の損傷が見られます。 

 

図表 26 外壁の状況 

 

 

 

 

 

 ※外観目視により判定 

 

【老朽度・管理不全度の集計結果】 

 図表27及び図表28のとおり、現地実態調査の結果から老朽度と管理不全度を数値化してAか

らEの5段階で評価しました。老朽度・管理不全度が低いDとEを合わせた割合が9割近くとな

っており、概ね適正な状態であることを確認しました。 

 前回実施した平成28年度空き家等実態調査結果と比較すると、老朽度については、それほど

変化はしていませんが、管理不全度については、BとCを合わせた割合が増加しており所有者

の高齢化等に伴い、管理不全度が進行している状況を確認しました。 

 老朽度、管理不全度の判定基準は次頁のとおりです。 

 

図表 27 老朽度判定                 図表 28 管理不全度判定 

       

    

 

 

 

 

 

   

 

  

※令和4年12月時点で「1件解体」確認済み。

（参考）前回割合

0.0%

0.0%

2.9%

72.6%

24.5%

0.0%

100.0%

確認できない 9件 1.7%

合計 515件 100.0%

Ｄ ↓ 340件 66.0%

Ｅ 低い 102件 19.8%

Ｂ ↑ 2件 0.4%

Ｃ 62件 12.0%

管理不全度 件数 割合

Ａ 高い 0件 0.0%

※

※令和4年12月時点で「解体」確認済み。

（参考）前回割合

0.0%

0.3%

8.3%

41.7%

49.7%

0.0%

100.0%合計 515件 100.0%

Ｅ 低い 260件 50.5%

確認できない 9件 1.7%

Ｃ 43件 8.3%

Ｄ ↓ 202件 39.2%

Ａ 高い 0件 0.0%

Ｂ ↑ 1件 0.2%

老朽度 件数 割合

※

外壁 件数 割合

合計 515件 100.0%

問題なし 411件 79.8%

確認できない 8件 1.6%

剥落又は穴あき 34件 6.6%

下地一部露出 62件 12.0%
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■老朽度の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■判定表 

 

■管理不全度の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■判定表 

上段：管理不全度 

下段：合計値 

 

  

空き家の現況 調査結果　ポイント

傾きなし 0pt

屋根(軒下も含む) 穴あき又は波打ち 4pt 一部損傷 2pt 問題なし 0pt

建物の傾斜 大きな傾きあり 4pt 軽度の傾きあり 2pt

外壁 剥落又は穴あき 4pt 下地一部露出

0pt

施錠 無施錠又は壊れている 2pt 一部無施錠 1pt 問題なし 0pt

-

2pt 問題なし 0pt

塀、柵 大きな亀裂や傾きあり 2pt 一部亀裂や傾きあり 1pt 問題なし

0pt

敷地外に出ている - 手入れなし - 手入れあり -

敷地外に出ている - 敷地内に放置されている - 問題なし

雑草・樹木 敷地外に出ている - 手入れなし - 手入れあり -

樹木(低木以外)

窓ガラス 破損や開放あり 2pt 一部破損や開放あり 1pt 問題なし

著しい汚損等がある 2pt 一部汚損等がある 1pt 問題なし 0pt

建物の外観 著しい汚損等がある 2pt 一部汚損等がある 1pt 問題なし 0pt

バルコニー手すり等

ゴミの散乱

動物や虫の有無 著しい発生がある - 軽度な発生がある - 問題なし -

危

険

性

防

犯

生

活

環

境

景

観

0pt外壁 剥落又は穴あき 2pt 下地一部露出 1pt 問題なし

傾きなし 0pt

屋根(軒下も含む) 穴あき又は波打ち 2pt 一部損傷 1pt 問題なし 0pt

0pt

空き家の現況 調査結果　設定ポイント

建物の傾斜 大きな傾きあり 2pt 軽度の傾きあり 1pt

窓ガラス 破損や開放あり 2pt 一部破損や開放あり 1pt 問題なし

無施錠又は壊れている 2pt 一部無施錠 1pt 問題なし 0pt

0pt

塀、柵 大きな亀裂や傾きあり 2pt 一部亀裂や傾きあり 1pt 問題なし 0pt

施錠

ゴミの散乱 敷地外に出ている 4pt 敷地内に放置されている 2pt 問題なし

敷地外に出ている 4pt 手入れなし 2pt 手入れあり 0pt

0pt

雑草・樹木 敷地外に出ている 4pt 手入れなし 2pt 手入れあり 0pt

樹木(低木以外)

動物や虫の有無 著しい発生がある 4pt 軽度な発生がある 2pt 問題なし

著しい汚損等がある 2pt 一部汚損等がある 1pt 問題なし 0pt

建物の外観 著しい汚損等がある 2pt 一部汚損等がある 1pt 問題なし 0pt

バルコニー手すり等

危

険

性

防

犯

生

活

環

境

景

観
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■所有者等意向調査結果 

【空き家の期間について】 

 図表29のとおり、空き家の期間については、１年～5年未満が約4割、5年以上が5割近くなっ

ており、空き家等になった場合、空き家期間が長期化する傾向がうかがえます。 

 

図表 29 空き家の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【空き家等の管理頻度について】 

 図表30のとおり、空き家等の管理頻度については、半年に1～数回程度以上行っていると回

答した方が約6割いる一方で、1年に数回程度以下と回答した方は約4割となっており、こま

めな管理を行うことが難しい状況がうかがえます。 

 

図表 30 空き家等の管理頻度 

 

   

5.2%

41.2%

34.6%

13.1%

3.3%

2.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

Ａ．1年未満

Ｂ．1年～５年未満

Ｃ．5年～10年前

Ｄ．10年以上前

Ｅ．わからない

不詳

Ａ.1年未満

Ｂ.1年～5年未満

Ｃ.5年～10年未満

Ｄ.10年以上前

Ｅ.わからない

不詳

Ａ．週に 1～数回程度 

Ｂ．月に 1～数回程度 

Ｃ．半年に 1 回～数回程度 

Ｄ．１年に１～数回程度 

Ｅ．数年に１～数回程度 

Ｆ．その他 

不詳 
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【建築物の状態について】 

 図表31のとおり、A「現在でも問題なく住める（利用できる）状態である」が47.7％となっ

ており、平成28年度調査時より、9.9ポイント増加しています。 

 

図表 31 建築物の状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利活用の意向について】 

 図表32のとおり、A「条件次第で利活用したい」が51.9％と約半数となっています。A「条件

次第で利活用したい」とB「利活用するつもりはない」の割合は平成28年度調査時とそれほ

ど変わっていません。 

 

図表 32 利活用の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【利活用する上での行政に期待する支援について】 

 図表33のとおり、「建て替えやリフォーム費用の助成」、「取り壊し費用の助成」、「様々

な相談ができる総合的な相談窓口」が多くなっているほか、「専門家の紹介」についても多

くの回答がありました。 

 

37.8%

47.7%

28.6%

23.7%

10.8%

11.7%

1.1%

1.5%

4.9%

5.6%

3.2%

3.8%

14.6%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28（N=185）

R4（N=266）

Ａ．現在でも問題なく住める(利用できる)状態である

Ｂ．一部改修すれば使用できる

Ｃ．危険性はないが使用できる状態ではない

Ｄ．このままでは危険である

Ｅ．把握していない（わからない）

Ｆ．その他

不詳

45.9%

51.9%

38.4%

41.4%

16.2%

6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H28（N=185）

R4（N=266）

Ａ．条件次第で利活用したい Ｂ．利活用するつもりはない 不詳
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図表 33 利活用する上で行政に期待する支援（令和４年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【行政や民間事業者、市民活動団体等に貸す意向について】 

 図表34のとおり、H「行政等に貸す意向はない」が、52.6％と最も多くなっており、平成28

年度調査時から、13.7ポイント増加しています。 

 一方で、A～Eの回答割合が平成28年度調査時より増加しており、地域貢献に資する利活用を

選択肢の1つとして回答した方も一定数見られました。 

 

図表 34 行政や民間事業者、市民活動団体等に貸す意向 
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33 

25 

54 

59 

16 
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Ａ．様々な相談ができる総合的な相談窓口

Ｂ．建て替えや売却など、建築や不動産の専門家の紹介

Ｃ．相続や税金問題などに詳しい専門家の紹介

Ｄ．建物の耐震性、老朽化による危険性診断の支援

Ｅ．取り壊し費用の助成

Ｆ．建て替えやリフォーム費用の助成

Ｇ．その他

（件）

Ａ．様々な相談ができる総合的な相談窓口 

Ｂ．建て替えや売却など、建築や不動産の専門家の紹介 

Ｃ．相続や税金問題などに詳しい専門家の紹介 

Ｄ．建物の耐震性、老朽化による危険性診断の支援 

Ｅ．取り壊し費用の助成 

Ｆ．建て替えやリフォーム費用の助成 

Ｇ．その他 
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

Ａ．管理を行ってくれるのであれば、貸し

てもよい

Ｂ．行政から貸主（所有者等）に助成金が

出るのであれば、貸してもよい

Ｃ．地域活性化のため使うのであれば、貸

してもよい

Ｄ．高齢者支援サービスのために使うので

あれば、貸してもよい

Ｅ．子育て支援サービスのために使うので

あれば、貸してもよい

Ｆ．建物を取り壊して公共用地（公園等）

として行政に使用してもらいたい

Ｇ．その他

Ｈ．行政等に貸す意向はない

H28（N=185） R4（N=266）

Ａ．管理を行ってくれるのであれば、 

  貸してもよい 

Ｂ．行政から貸主(所有者)に助成金が出る 

  のであれば、貸してもよい 

Ｃ．地域活性化のために使うのであれば、 

  貸してもよい 

Ｄ．高齢者支援サービスのために使うので 

  あれば、貸してもよい 

Ｅ．子育て支援サービスのために使うのであ 

  れば、貸してもよい 

Ｆ．建物を取り壊して公共用地(公園等)とし 

  て行政に使用してもらいたい 

Ｇ．その他 

 

Ｈ．行政等に貸す意向はない 
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（６）空き家等に関する取組状況 

① 国及び都の取組状況 

国 ■空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針の改定（令

和 3年 6月） 

特定空家等の対象に「将来著しく保安上危険又は著しく衛生上有害な状態になることが

予見される」空家等も含まれる旨が明記されたほか、所有者等の所在を特定できない場合

等において、「市町村長が民法上の不在者財産管理人又は相続財産管理人の選任の申立て

を行うことも考えられる」旨などが明記されました。 

■民法・不動産登記法の改正及び相続土地国庫帰属制度の創設 

所有者不明土地等の「発生予防」と「利用の円滑化」の両面から民事基本法制の総合的

な見直しが行われています。（令和 5年 4月から段階的に施行） 

■空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000万円特別控除）

の拡充・延長（令和 5年度税制改正） 

本特例措置について、令和 5 年 12 月 31 日までとされていた適用期間が令和 9 年 12 月

31 日までに延長されることとなり、特例の対象となる譲渡についても、これまでは当該家

屋または取壊し後の土地を譲渡した場合が対象でしたが、売買契約に基づき、譲渡後、譲

渡の日の属する年の翌年 2 月 15 日までに当該建物の耐震改修工事または取壊しを行った

場合であっても、適用対象に加わることとなりました。 

■空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和 5年 6月公布） 

所有者の責務強化、空家等の活用拡大、管理の確保、特定空家等の除却等に総合的に取

り組むため、令和 5年 6月 14 日に公布されました。 

【法律の概要】 

（１）所有者の責務強化 

     現行の適切な管理の努力義務に加え、国、自治体の施策に協力する努力義務を追加 

（２）空家等の活用拡大 

  ①空家等活用促進区域 

   ・市区町村が空家等活用促進区域及び空家等活用促進指針を定めた場合に接道規制や

用途規制を合理化し、用途変更や建替え等を促進 

   ・市区町村長は、区域内の空家等の所有者等に対し指針に合った活用を要請 

   ②空家等管理活用支援法人 

   ・市区町村長は、空家等の管理や活用に取り組む NPO 法人、社団法人等を空家等管理活

用支援法人として指定 

（３）空家等の管理の確保 

   ①特定空家化を未然に防止する管理 

・市区町村長は、放置すれば特定空家等になるおそれがある空家等を管理不全空家等

として、指導、勧告を行う。 

   ・勧告を受けた管理不全空家等の敷地は固定資産税の住宅用地特例を解除 
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  ②所有者把握の円滑化 

  ・市区町村から電力会社等に情報提供を要請 

（４）特定空家等の除却等 

  ①状況の把握 

   ・市区町村長に報告徴収権を付与 

  ②代執行の円滑化 

   ・特定空家等に対する命令等の事前手続きを経るいとまがないときの緊急代執行制度

を創設 

   ・所有者不明時の代執行、緊急代執行の費用徴収を円滑化 

   ③財産管理人による空家の管理・処分 

   ・市区町村長に財産管理人の選任請求権を付与 

東

京

都 

■東京都空き家利活用等普及啓発・相談事業（平成 30年度開始） 

空き家に係る普及啓発の取組と空き家所有者等及び空き家活用希望者からの相談に無

料で応じるワンストップ相談業務を一体的に実施する民間事業者等の支援を行うこと

で、空き家の利活用等を推進しています。 

■エリアリノベーション推進支援事業（令和元年度開始） 

区市町村と民間事業者が連携して特定のエリア における空き家等の集中的・連鎖的な

活用や再生を推進する取組に対し、財政支援を行っています。 

■民間空き家対策東京モデル支援事業（令和 2年度開始） 

先端技術を駆使した空き家対策や「空き家予備軍」へのアプローチを通じた空き家の発

生抑制に資する取組、東京ささエール住宅に改修する取組への支援など、民間の力や知見

を空き家対策に活用する施策を展開しています。 

■東京における空き家施策実施方針（令和 5年 3月策定） 

東京都は、「既存住宅市場での流通促進」、「地域資源としての空き家の利活用」、「利活用

見込みがない空き家の除却等」の 3つの視点を踏まえ、区市町村による空き家対策への支

援はもとより、民間事業者との連携・協力、所有者等への普及啓発など、東京の空き家対

策を強力に推進していくこととしています。 

なお、区市町村の具体的な役割として以下のような取組が求められています。 

・継続的な空き家の実態把握に努めるとともに、空家等対策計画を策定・改定し、計画的

な空き家対策に取り組む。 

・空き家の所有者等や関係団体、専門家等と連携して、空き家の利活用等に取り組むとと

もに、管理不全空家等に対して適切な対策を図るなど、地域の特性に応じた空き家施策を

展開する。 

・高齢の住宅所有者が住まいを相続する世代等に円滑に引き継げるよう、空き家担当部局

と福祉部局等とが連携して、空き家対策に係る普及啓発を行う。 
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② 市の取組状況 

■空き家等に関する相談 

 本市では、平成24年度の条例制定以降、空き家等の相談件数等の集計を行っております。 

 図表35のとおり、相談件数は毎年度150件前後となっております。 

 解決戸数は令和元年度以降、増加傾向となっており、前計画の各取組による成果の1つと考

えています。   

 相談内容の内訳は、図表36のとおり、「草木繁茂」に関する相談割合が高くなる一方で、「建

物の劣化・腐食による倒壊、及び部材飛散の危険」に関する相談割合が低くなっており、 空

き家等の除却が進んでいる状況がうかがえます。 

 

図表 35 相談件数等            

 
相談件数 

文書送付件数

(＊1) 
解決件数(＊2) 

対応中(＊3) 

（累積戸数） 

平成 24年度～30年度 701 892 157 222 

令和元年度 154 96 38 250 

令和 2年度 186 106 35 259 

令和 3年度 146 60 55 239 

令和 4年度 141 90 50 236 

＊1 空き家等の所有者等へ適正管理を促す、条例に基づく助言等の件数 

＊2 空き家等の除却及び居住開始を確認した箇所 

＊3 定期巡回を実施している戸数。草木の伐採等で一旦解決が図られた場合でも、時間の経過とともに近隣

住民等に影響を及ぼす可能性のある空き家等は解決戸数に含めず、この中に含めています。 

 

図表 36 相談内容の内訳            

主たる相談内容 

令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 

相談 

件数 
割合 

相談 

件数 
割合 

相談 

件数 
割合 

相談 

件数 
割合 

 

草木繁茂 65 42.2％ 95 51.1％ 81 55.5％ 

 

106 

 

75.2％ 

 

害虫・害獣発生 
（猫などの小動物を
含む） 

22 14.3％ 24 12.9％ 23 15.8％ 

 

21 

 

14.9％ 

建物の劣化・腐食に
よる倒壊、及び部材
飛散の危険 

34 22.1％ 45 24.2％ 21 14.4％ 

 

5 

 

3.5％ 

防犯上の問題・不安
（不審者の侵入な
ど）・その他 

33 21.4％ 22 11.8％ 21 14.4％ 

 

9 

 

6.4％ 

合 計 154 100% 186 100% 146 100% 141 100% 
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■前計画に基づく実施状況 

 前計画では、「空き家化の予防（発生抑制）」、「空き家等の適正管理」、「空き家等の利

活用」を基本方針としています。この基本方針に基づいた具体的な対策の主な実施内容及び

達成状況は下表のとおりです。 

 

・空き家化の予防（発生抑制） 

具体的な対策 主な実施内容 達成状況 

①空き家化の予
防、住まいの適正
管理に向けた対策 

・固定資産税・都市計画税納税通知書に、空き家の譲渡所得
3,000 万円特別控除のお知らせを掲載し、周知を図った。 
・空き家セミナー・個別相談会を毎年度、2回開催し、空き家
化の予防や適正管理等について意識啓発を図った。 
・空き家等対策パンフレットを作成し、自治会や高齢者福祉施
設等へ配布した。 
・「高齢者のしおり」に空き家等に関する相談窓口を掲載し
た。 
・地域団体向けに、出張講座を開催し、空き家問題等に関する
啓発を行った。 

〇 

②空き家等情報の
提供に関する協定 

・平成 28年度に空き家情報の提供に関する協定を締結してい
る、小平市シルバー人材センターから、毎年度、空き家情報の
提供を受けて、空き家等の適正管理業務や空き家等実態調査に
て活用を図った。 

〇 

③空き家等の所有
者等の様々な悩み
に対応できる相談
体制の整備 

・空き家等の所有者等から今後の処遇等について相談があった
際に、市と協定を結んでいる専門家団体の相談窓口や東京都の
空き家ワンストップ相談窓口を案内するなど、既存の相談体制
を活かした支援を行った。 
・民間事業者が実施する市民向けの空き家セミナーや個別相談
会を後援するなど、市民が空き家等に関する様々な悩みに対応
できる相談機会の拡大に努めた。 

〇 

 

・空き家等の適正管理 

具体的な対策 主な実施内容 達成状況 

①所有者等による
主体的な適正管理
の促進 

・市ホームページ及び市報に空き家等の適正管理を促す記事を
掲載し、周知を図った。 
・市が把握している空き家等へ毎年度、定期巡回を年 3 回実施
し、管理不全となっている空き家等の所有者等に対し、条例に
基づく助言等を通じ、所有者等自身による適正管理を促した。 

〇 

②適正管理対策に
関する実施体制の
確立 

・毎年度、庁内検討会議を開催し、庁内関係課と小平市の空き
家等の現況や今後の対策等について情報交換を行った。 
・協定を締結している専門家団体と情報交換会を開催したほ
か、空き家等対策業務の中で各専門家団体の空き家等に関する
取組について情報共有を行うなどの連携を図った。 

〇 

③管理不全な状態
の空き家等に対す
る措置 

・法に基づき、空き家等の所有者等の所在等調査を行ったうえ
で、適正管理を促す必要がある所有者等に対し、文書等により
改善依頼を行った。 
・適正管理を促す文書送付等を行っても改善がみられない所有
者等に対し、臨戸訪問を実施した。 

〇 
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・空き家等の利活用 

具体的な対策 主な実施内容 達成状況 

①民間事業者によ
る流通・利活用の
推進 

・東京都の空き家ワンストップ相談窓口、マイホーム借上げ制
度等の空き家等対策リーフレット等を窓口に配架し、民間事業
者による利活用等の推進を図った。 

〇 

②相談体制の充実 

・空き家等の所有者等から地域のまちづくりやコミュニティの
資源としての活用を申し出てきた場合には、これまで相談実績
はないが、専門家団体や東京都の空き家ワンストップ相談窓口
に相談するよう促すとともに、庁内検討会議で協議する体制を
整えた。 

〇 

※達成状況欄について：「〇」は達成、「△」は一部未達成、「×」は未達成 

 

■空き家等の解決に至った事例 

 

 空き家等所有者へ適正管理を促す文書を送付する際に、市作成の空き家等対策パンフレットを同封

し、パンフレット記載の空き家等に関する相談窓口に相談した結果、空き家等を売却し、除却に至っ

た。 

 

〇解決までの流れ 

空き家等の状態 
・敷地内の草木が繁茂しており、隣地へ越境している。 

・雨戸が外れるなど、建物の劣化が見られる。 

 

平成 30年 7 月 

 

   同年 11月 

 

  

 

令和 4年 9月 

 

     同月 

 

 

令和 5年 6月 

 

   

同年 7月 

 

近隣住民より空き家等の敷地にある草木が繁茂し、越境しているとの相談が

あり、現地確認、所有者調査のうえ、適正管理を促す文書を送付した。 

現地調査し、除草を確認した。 

 

（以降、年 3回の定期巡回により現地確認を行い、適正な状態を確認） 

 

定期巡回により、草木繁茂による越境を確認したため、適正管理を促す文書に

パンフレットを同封し、送付した。 

所有者から、「売却を考えているが、どのような手続きをしたら良いかわから

ないので、パンフレット記載のワンストップ相談窓口に相談する。」との連絡

が入る。 

所有者から、「ワンストップ相談窓口に相談し、空き家の取扱いに精通した不

動産会社を紹介してもらい、売却することができた。」との連絡が入る。 

 

現地を確認し、空き家等の除却を確認した。 
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（７）空き家等対策に係る課題  

本市の空き家等の現状から課題を整理すると以下のようになります。 

 

現状①  少子高齢化及び将来的な人口減少による空き家予備軍が増加している。 

 1 世帯当たりの人口は減少傾向となっていることから、今後も核家族化や単身世帯の増加が

進行することが推測されます。（P10 図表 7） 

 戸建住宅に住む 65 歳以上の単身世帯いわゆる「空き家予備軍」と言われる世帯が増加傾向

となっています。(P11 図表 8) 

 市の総人口は、令和 12(2030)年から減少し、少子高齢化が一層進行することが予測されてい

ます。（P11 図表 9） 

 空き家等になった場合、空き家期間が長期化する傾向がうかがえます。（P23 図表 29） 

 

課題 1  空き家等の発生抑制・空き家期間の短縮 

○ 空き家等が増加しないようにするためには、発生を抑制することや空き家期間を短縮するこ

とが重要です。 

○ 施設への入所や相続を契機とした空き家等の発生が多いと考えられるため、入所後や相続発

生後に空き家等にしないための取組を検討する必要があります。 

 

 

現状② 戸建住宅の空き家等や空き店舗等が増加している。 

 平成 28 年度と令和 4 年度の小平市空き家等実態調査結果における空き家等の数を比較する

と、「戸建住宅」は 178 件増加しています。また、「店舗兼住宅」は 10 件、「事務所等」は 9

件増加しています。（P20 図表 23） 

 

課題 2 空き家等の活用促進 

○ 相続等により空き家等を取得後、できるだけ速やかに活用促進につなげていくことが課題に

なっています。 

○ 空き家等の増加は、地域の資産価値の低下や不動産流通の停滞につながるため、早期に中古

住宅または除却後の跡地として、市場に流通させることが重要です。 

○ 空き店舗等の増加は、地域住民の生活利便性の低下や地域の賑わいの喪失につながることか

ら、利用可能な空き店舗等の活用を促進することが重要です。 
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課題 4 老朽空き家等の解消 

 

 

 

現状③ 空き家等の管理不全度が進行しており、老朽化した空き家等も一定数存在する。 

 空き家等の半数以上が旧耐震基準の建物となっています。（P20 図表 24） 

 建物の外壁や屋根に損傷がある空き家が一定数存在しています。（P20 図表 25、P21 図表 26） 

 空き家等の管理不全度が進行しています。（P21 図表 28） 

 空き家等の管理頻度は、1 年に数回程度以下の方が約 4 割となっており、こまめな管理を行

っていくことが難しい状況があります。(P23 図表 30) 

 

課題 3 適切な維持管理 

○ 空き家等になった場合は、所有者等に対して、適切な維持管理を促すことが必要です。また、

管理不全空き家等が発生した場合には、所有者等に対して適切な維持管理を講じるよう強く

求めることが必要です。 

○ 空き家等の維持管理については、管理不全度が進行している状況を踏まえると、管理頻度を

上げることや管理方法を改善することが課題になっています。 

 

 

○ 旧耐震基準の空き家等や老朽化が進んでいる空き家等を放置することで、近隣に物理的な危

険をもたらす恐れがあります。今後、活用する見込みのない空き家等については、早期に除

却を行い、安全性を確保することが必要です。 
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第３章 空き家等対策の方針 
 

（１）空き家等対策の基本的な方針 

現在、本市では、空き家等の増加が確認されており、今後、高齢化の進展や人口減少を背景

として、さらなる増加が見込まれることから、空き家等の状態になる前の段階から有効活用や

適切な管理を促進するため、有効性のある対策を実践していきます。 

周辺の生活環境や景観への影響を与える空き家問題は地域社会全体の問題であることから、

空き家等の所有者等はもとより、市民等、事業者、市が相互に連携して、総合的に取組を進め

ていきます。 

 

基本方針 

Ⅰ 空き家等の「発生抑制・空き家期間の短縮」 

「空き家にしない」との意識の醸成を図るため、住宅等の所有者やその家族等に対して、

様々な機会を捉え、セミナーや相談会の開催、パンフレットの配布などの方法により、情報

提供や啓発活動等を進めていきます。 

 

 

 

Ⅱ 空き家等の「活用促進」 

空き家等の相続人や推定相続人に対して、「空き家等は早期に活用する」との意識の醸成

を図ります。また、空き家等の流通・活用を促進する取組を進めていきます。 

 

 

 

 

Ⅲ 空き家等の「適切な管理・除却の促進」 

空き家等の所有者等に対して、管理の意識を醸成し、適切な管理の促進を図るとともに、

地域コミュニティでの「空き家等を放置しない」との意識の醸成に努めます。また、活用が

困難な空き家等の除却に関する情報提供や支援のあり方について検討します。 

 

 

 

 

  

【法第 7条第 2項第 1号：空家等に関する対策の基本的な方針】 

活用 

適切管理 

除却 
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（２）主体別役割 

空き家等は、第一義的には所有者等の責任で維持管理されるものですが、様々な理由により

適切に管理されていない空き家等が、市民等の生活環境に影響を及ぼしていることから、空き

家等の問題を地域社会の問題と捉え、空き家等の所有者等、市民等、事業者及び市が協力し、

それぞれの役割のもとで空き家等対策に取り組みます。 

 

① 空き家等の所有者等 

 空き家等の所有者等（※）は空き家等が放置されたままにならないように、自らの責任にお

いて、適切な管理、活用、流通等に努めるとともに、相続登記など必要な手続きを速やかに

行うよう努めます。 

 また、自ら解決を図ることが難しい場合は、市や事業者の相談窓口へ相談を行い、早期の解

決に努めます。 

 ※空き家等の所有者等とは、空き家等の所有者のほか、管理者（賃借人、成年後見人、相続

財産清算人等）、相続人、推定相続人等のこと。 

 

 

② 市民等(近隣住民・地域コミュニティ) 

 近隣住民は、管理不全空き家等を発見した時には、市への速やかな情報提供が期待されま

す。また、自治会等の地域コミュニティは、住みよい環境の実現に向けて、空き家等の所有

者等と親しい関係性の構築、市への相談及び情報提供が期待されます。 

 

 

③ 事業者（空き家等に関する専門家団体・民間事業者等） 

 空き家等に関する専門家団体は、空き家等の所有者等からの相談に対し、専門的な視点から

啓発・支援等に努めます。 

 民間事業者等は、空き家等の所有者等からの相談・依頼に対し、空き家等の適切な管理、除

却、活用などに取り組みます。 

 

 

④ 市 

 市は、市民等から情報提供があった空き家等の実態把握に努めるとともに、市民等や事業者

との連携を図り、空き家等の所有者等に対して、啓発・支援等を行います。 

 また、管理不全空き家等の所有者等に対して、法及び条例に基づく空き家等対策に取り組み

ます。 
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（３）対策を推進するための連携体制 

 

 

空き家等対策を円滑に進めるために、関係する様々な主体による連携体制の整備を図ります。 

 

図表 37 空き家等対策での連携体制のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 38 空き家等対策の推進に関する庁内検討会議・関係課一覧 

 課名 業務内容 

1 地域安全課 空き家等対策全般 

2 政策課 計画調整 

3 行政経営課 組織調整 

4 防災危機管理課 防災・防火対策 

5 税務課 固定資産税・都市計画税に関すること 

6 市民協働・男女参画推進課 地域連携 

7 産業振興課 空き店舗対策 

8 生活支援課 民生委員・児童委員及び社会福祉協議会との連携 

9 地域包括ケア推進担当課長 高齢者施策 

10 環境政策課 害獣・害虫等対策 

11 資源循環課 ごみ処理対策 

12 都市計画課 住宅施策 

13 建築指導課 旧耐震基準の木造住宅対策等 

14 道路課 市道の管理 

  

事業者 

小平市 
 
 

地域安全課 

・空き家等の実態把握 

 

・所有者等への意識啓発 

 

・適切な管理の促進等 

 

 

空き家等に関する専門家団体 
宅建業協会    司法書士会 
全日本不動産協会 行政書士会 

建築士事務所協会 土地家屋調査士会 
建設業協会    協定先金融機関 
 

民間事業者等 
管理・活用支援事業者 
不動産事業者 

建築事務所 
建設事業者 など 

 

市民等 

・近隣住民 

・地域コミュニティ 

 

 

 

助け合い 

啓発・支援等 

空き家等の所有者等 

 

 

・売買や賃貸等 

 

・建物や庭の管理 

 

・相続や登記 

 

・リフォームや改築 

 

・問題の解決 

相談 等 

相談 

連携体制 
の充実 

連
携
協
力 

情
報
提
供 

庁内関係課 

相談等への回答 

相談・情報提供等 

啓発・支援等 

庁
内
検
討
会
議 

【法第 7条第 2項第 7号：住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項】 

【法第 7条第 2項第 8号：空家等に関する対策の実施体制に関する事項】 
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第４章 空き家等に対する具体的な対策 

（１）発生抑制・空き家期間の短縮 

■基本的な考え方 

 セミナーや相談会の実施、パンフレットの配布、市ホームページへの掲載等により、空き家

等となった場合の周辺環境に与える影響や経済的な負担等を分かりやすく情報提供するな

ど、住宅等の所有者やその家族等に対し、問題意識の醸成や啓発活動に取り組みます。 

 高齢の住宅等の所有者やその家族等に対する相続への備えなどに関する啓発や、様々な悩

みに対応できる相談体制の周知を行い、空き家等の発生抑制・空き家期間の短縮に取り組み

ます。 

 

■具体的な対策 

① 所有者等への意識啓発 

 空き家等のままにした場合のリスクや「住まいの終活」の重要性などについて、周知・啓発

のため、幅広いテーマのセミナーや個別相談会を事業者と連携して開催します。 

 分かりやすいパンフレットを作成し、自治会の回覧や、公共施設及び福祉施設等に配架する

など、なるべく多くの方にご覧いただけるよう努めます。また、事業者と連携し、パンフレ

ットに記載する相談窓口のさらなる充実が図れるよう取り組みます。 

 空き家等に関するホームページの内容充実を図るとともに、SNSを活用した周知・啓発を行

います。 

 

市の取組 

・セミナーや相談会の開催 

・分かりやすいパンフレットの作成・配布 

・ホームページの内容充実、SNSを活用した周知・啓発 

 

② 高齢者への啓発強化 

 空き家等の発生は、施設入所や、相続の発生等がきっかけであることが多いことから、福祉

施設等での周知・啓発を行います。 

 

市の取組 ・福祉施設等における周知・啓発 

 

③ 住宅等の所有者等の様々な悩みに対応できる相談体制の充実 

 住宅等の所有者やその家族等が抱える様々な問題に関して、専門的なアドバイスが受けら

れるよう、協定に基づき、設置している専門家団体による相談体制を維持し、周知します。 

 民間事業者等が実施している相談窓口について、東京都と連携し、周知します。 

 分かりやすい、相談しやすい周知方法を検討します。 
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市の取組 
・専門家団体及び民間事業者等による相談窓口の周知 

・分かりやすい、相談しやすい周知方法の検討 

  

コラム 1：相続登記の義務化について（令和 6年 4月 1 日施行） 
 

これまで任意だった相続登記の申請が義務化されます。 

登記簿を見ても所有者が分からない「所有者不明土地」が全国で増加し、周辺の環境悪

化や公共工事の阻害など、社会問題になっています。 

この問題解決のため、令和 3 年 4 月に不動産登記法が改正され、相続登記の義務化が令

和 6年 4 月 1日より施行されることになりました。 

【相続登記の申請義務についてのルール】 

(1)相続（遺言も含みます。）によって不動産を取得した相続人は、その所有権の取得を知

った日から 3年以内に相続登記の申請をしなければなりません。 

(2)遺産分割が成立した場合には、これによって不動産を取得した相続人は、遺産分割が成

立した日から 3 年以内に、相続登記をしなければなりません。 

(1)と(2)のいずれについても、正当な理由なく義務に違反した場合は 10 万円以下の過料

の適用対象となります。 
 

なお、令和 6 年 4 月 1 日より以前に相続が開始している場合も、3 年の猶予期間があり

ますが、義務化の対象となります。不動産を相続したら、お早めに登記の申請をしましょ

う。 
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（２）活用促進 

 

■基本的な考え方 

 空き家等の相続人や推定相続人等に対し、空き家等の早期活用の意識の醸成を図るととも

に、空き家等の有効活用を促進する制度等の周知・啓発を行います。 

 専門家団体との連携により、地域のまちづくりやコミュニティの資源として、空き家等を活

用したい意向を持つ所有者等に対する相談体制の充実を図ります。 

 事業者との連携により、利用可能な空き店舗等の活用を促進します。 

 空き家等の活用については、市場での流通を基本とし、民間事業者等を中心とした中古住宅

としての活用や売却などを促進します。 

 

■具体的な対策 

① 相続人等への意識啓発 

 空き家等の相続人や推定相続人等に対し、空き家等の早期活用の意識醸成を図ります。 

 国の制度である、相続した空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除の周知を行い、空き家等

の早期活用を促します。 

 

市の取組 
・セミナーや相談会の開催（再掲） 

・相続した空き家の譲渡所得の 3,000万円特別控除の周知 

 

② 相談体制の充実 

 地域のまちづくりやコミュニティの資源として空き家等を活用したい意向を持つ所有者等

に対しては、専門家団体と連携し、様々な相談に対応できる体制の充実を図るとともに、必

要に応じて、庁内検討会議にて市における活用の可能性について協議します。 

 空き家等の管理や活用に取り組むNPO法人、社団法人等を法に基づく空家等管理活用支援法

人として指定することを検討します。 

 

市の取組 

・専門家団体と連携した相談体制の充実及び庁内検討会議に 

よる協議 

・法に基づく空家等管理活用支援法人の指定検討 

 

③ 民間事業者等による流通・活用の促進 

 事業者との連携により、利用可能な空き店舗等の活用を促進します。 

 空き家等の所有者等に対して、民間事業者等を中心とした中古住宅としての活用や売却な

どに関する情報提供を行います。 

 

市の取組 ・空き家等の活用に関する情報提供 

【法第 7条第 2項第 5号：空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項】 
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コラム 2：相続した空き家の譲渡所得の 3,000万円特別控除について 
 

平成 28年度税制改正により、創設された国の制度で、被相続人が居住していた家屋等を

相続した方が、相続日から 3 年を経過する日の属する年の 12 月 31 日までに、当該家屋ま

たは家屋取壊し後の土地等を譲渡した場合に、居住用財産の譲渡所得から 3,000 万円の特

別控除を受けることができます。 

また、令和元年度税制改正により、令和元年 12 月 31 日までとされていた適用期間が令

和 5年 12月 31 日まで延長されることとなり、対象となる家屋についても、平成 31年 4月

1 日以降の譲渡の場合、一定の要件を満たせば老人ホーム等に入所していた場合について

も、適用されることになりました。 

さらには、令和 5年度税制改正により、令和 5 年 12月 31 日までとされていた適用期間

が令和 9 年 12 月 31日まで延長されることとなり、令和 6 年 1 月 1日以降の譲渡について

は、次のとおり、変更されました。 

(1) 当該家屋の買主が、譲渡の日の属する年の翌年 2月 15 日までに、全部を取り壊した場

合または耐震リフォームにより耐震基準に適合する工事をした場合も、適用されます。 

(2) 当該家屋または家屋取壊し後の土地等を取得した相続人の数が 3 人以上である場合の

特別控除額は、2,000万円となります。 

 

空き家セミナーの様子 個別相談会の様子 



 

42 

 

（３）適切な管理・除却の促進 

 

■基本的な考え方 

 所有者等に対して、空き家等の主体的で適切な管理の必要性について周知・啓発を行いま

す。 

 庁内横断的な連携体制の充実を図るとともに、専門家団体と連携し、適切な管理に関する実

施体制の充実を図ります。 

 自治会等の地域コミュニティで、空き家等を放置しないとの意識の醸成を図ります。 

 管理不全空き家等に対しては、管理状態の程度に応じて、法及び条例に基づく措置により対

応します。 

 活用が困難な空き家等の除却を促進します。 

 

■具体的な対策 

① 所有者等による主体的で適切な管理の促進 

 市報、市ホームページ及びパンフレット等を活用し、所有者等自身による空き家等の適切な

管理について周知・啓発します。 

 所有者等が遠方に住んでいる場合や高齢で自ら管理することが難しい場合などに、空き家

等の管理を代行する民間事業者等のサービスの利用を促進するとともに、新たな仕組みに

ついて検討します。 

 

市の取組 
・市報・市ホームページ、パンフレット等を活用した周知・啓発 

・管理代行サービスの利用促進及び新たな仕組みの検討 

 

② 実施体制の充実 

 近隣等からの相談内容や空き家等の状況に応じて、庁内関係課で連携を図り、所有者等に対

して適切に対応します。 

 専門家団体と連携を図り、空き家等の管理について、相談体制の充実を図ります。 

 空き家等の管理や活用に取り組むNPO法人、社団法人等を法に基づく空家等管理活用支援法

人として指定することを検討します。（再掲） 

 自治会等の地域コミュニティで、空き家等を放置しないとの意識の醸成を図るために、地域

でできる対策について講座等の開催を検討します。 

 

市の取組 

・庁内連携体制及び専門家団体との実施体制の充実 

・法に基づく空家等管理活用支援法人の指定検討（再掲） 

・自治会等への空き家等に関する講座等の開催の検討 

 

【法第 7条第 2項第 4号：所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項】 

【法第 7条第 2項第 6号：特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項】 
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③ 管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 

 空き家等が管理不全な状態にならないよう、所有者等に対して、法及び条例に基づいた指

導・勧告等を行い、所有者等による主体的な状態の改善を促します。 

 今後、特定空家等の保安上危険な状態の空き家等が発生する可能性があるため、法に基づく

措置を行うための体制整備を検討します。 

 

市の取組 ・法及び条例に基づく措置対応 

 

④ 活用が困難な空き家等の除却の促進 

 旧耐震基準で建てられた空き家等や老朽化が進んでいる空き家等、そのままでは活用が困

難な空き家等については、除却に関する情報提供や支援のあり方について検討します。 

 

市の取組 ・除却に関する情報提供及び支援のあり方の検討 

 

 

  

コラム 3：越境した竹木の枝の切取りルール 
 

 令和 5(2023)年 4 月 1 日の民法改正により、越境する隣地の竹木の枝の切取りに関する

ルールが改正されました。 

 改正前は、「土地の所有者は、隣地の竹木の根が境界線を越えるときは自らその根を切り

取ることができるが、枝が境界線を越えるときはその竹木の所有者に枝を切除させる必要

がある」となっていました。改正後は、越境された土地の所有者は竹木の所有者に枝を切

除させる必要があるという原則は維持しつつ、次のいずれかの場合、枝を切り取ることが

できるようになりました（民法第 233条第 3項）。 

(1) 竹木の所有者に越境した枝を切除するよう催告したが、竹木の所有者が相当の期間に

切除しないとき 

(2) 竹木の所有者を知ることができず、又はその所在を知ることができないとき 

(3) 急迫の事情があるとき 

※ 上記 1の「相当の期間」とは、枝を切除するために必要な時間的猶予を与える趣旨で

あり、事案によりますが、基本的には 2週間程度とされます。 

※ 越境された土地の所有者自ら枝を切り取る場合の費用については、枝が越境してき

た土地所有権を侵害していることや、土地所有者が枝を切り取ることにより竹木の所有

者が本来負っている枝の切除義務を免れることを踏まえ、基本的には、竹木の所有者に請

求できると考えられます（民法第 703条・709 条）。 

※ 越境した枝木を切り取る場合、必要な範囲で、隣地を使用することができます（民法

209条）。 
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第５章 計画の進行管理 
 

（１）計画の進行管理 

 空き家等対策を進めていく上で、社会経済情勢の変化や市内の現状等を踏まえつつ、ＰＤＣ

Ａサイクルの視点のもとで進行管理を行います。 

（２）計画の見直しの考え方 

 ＰＤＣＡサイクルによる進行管理を行う中で、法の改正、社会情勢や市民ニーズ等が大きく

変化した場合は、計画の見直しを行っていくものとします。 

 本市における空き家等の状況、管理実態、今後の見通し等について把握するため、5年ごと

に空き家等実態調査の実施を予定しています。 

 

 

 

 

 

【法第 7条第 2項第 9号：その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項】 
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参考資料 
 

（１）空家等対策の推進に関する特別措置法（条文及び法改正の概要） 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の

生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護す

るとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に

関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除

き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するため

に必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もっ

て公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住そ

の他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着

する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所

有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険とな

るおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われて

いないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために

放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収集

及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促

進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に

関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなければなら

ない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空

家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供

及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければなら

ない。 

（空家等の所有者等の責務） 
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第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響

を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する

空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた

めの基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじ

め、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基

本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関

する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に

関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二

項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項までの規

定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等の

数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的社会

的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると認められ

る区域（以下「空家等活用促進区域」という。）並びに当該空家等活用促進区域における空

家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るための指針（以下「空家等活用促進指針」とい

う。）に関する事項を定めることができる。 

一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心市

街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点 
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三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第二

条第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を有

する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要な空

家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条におい

て「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活

用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用促

進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第

一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の跡地に

新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七条第一項の規定に

より読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に限る。次項において同

じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用する同法第四十八条第一項か

ら第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を

含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受けるための要件に関する

事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項の規

定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要件」と

いう。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満の道（同

法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メートル以上接するもの

に限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等活用促進区域内にお

ける経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に資するものとして国土交通省令

で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域

内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定

都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する事項

を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第

一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）の区域を含む空家

等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域の区域及び空家等活

用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条第

二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定

のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）に関す

る事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区域内の建

築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定又は同法第四十八条第一

項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において準用する場

合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただし書の規定による許可の権限を有
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する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下この項及び次項

において同じ。）と協議をしなければならない。この場合において、用途特例適用要件に関

する事項については、当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、

特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域にお

ける経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項の同意

をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び

第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発及

び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保

たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議

会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会

の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と

認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把

握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができ

る。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空家

等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその

委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に

立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知し

なければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限

りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証

明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 
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第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必

要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののう

ち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的

で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについ

て、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度に

おいて、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係

する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等の所

有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃

貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に

管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）に関

するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば

特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にある

と認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第

六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空

家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導をすることがで

きる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態

が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認め

るときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特

定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置について勧告する

ことができる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定によ

る命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をするこ

とができる。 
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２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認め

るときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請求をす

ることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要があ

ると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条

の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

第四章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その

他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、空家

等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当するものに

限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的社会的活

動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等に

ついて空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要な措置を講ずることを

要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認める

ときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分につい

てのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七

条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたとき

は、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十

三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは「利用者」と、

「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を

含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第

六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例適用建築物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第十

二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該

公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八条第一

項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第十三項の

規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認め、」とあ

るのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得ない」とあるの

は「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二

項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規

定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用要件（以下この条に

おいて「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得

ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上や
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むを得ない」とあるのは「特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむ

を得ない」と、同条第十二項ただし書中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例

適用要件に適合すると認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の

規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区域に

該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規定する

建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供するため

同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれも当該建築物の用途の

変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協議の結果を踏まえ、当該

建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家等

対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途に供

するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可その他

の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮をするもの

とする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十

一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委託に

基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等の活用

に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住宅供

給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する業務」

とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平成

二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百

号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等活

用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社会的活動

の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十七

年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に

規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促

進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことができる。 

第五章 特定空家等に対する措置 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれ

ば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのあ
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る状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよ

う助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の

状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限

を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置

をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置

をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予

期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じ

ようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出

期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及

び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対

し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置

を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければ

ならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって

命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定

する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠

を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられ

た者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限ま

でに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定める

ところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができ

る。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知するこ

とができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべ

き者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことができないと

きを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は

その命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」という。）

にその措置を行わせることができる。この場合においては、市町村長は、その定めた期限内

に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは

市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらか

じめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態に

ある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規定に

より当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特
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定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせ

ることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条

の規定を準用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはな

らない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章

（第十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。 

第六章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定

する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しくは活

用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実

に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活用支援法人（以下

「支援法人」という。）として指定することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及

び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更する

ときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなけれ

ばならない。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の

管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はそ

の活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の

空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務を

行うこと。 

（監督等） 
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第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要が

あると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認める

ときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずる

ことができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の規

定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならな

い。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提

供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があるとし

て、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」と

いう。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、当該

支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、

あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報に

よって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 

（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、

国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をすること

を提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空家等

対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は変

更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。この

場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明ら

かにしなければならない。 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理の

ため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求をす

るよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、

第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定による

請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をし

た支援法人に通知するものとする。 

第七章 雑則 
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第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の

適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、

地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく

空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置

を講ずるものとする。 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過

料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による

立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日

から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて

所要の措置を講ずるものとする。 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に規定

する施行時特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下この条において「新法」という。）第七条第八項及び第十八条第一項の規定の適用に

ついては、新法第七条第八項中「及び同法」とあるのは「、同法」と、「中核市」とあるの

は「中核市及び地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二

条に規定する施行時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項（同条第十項に係る部分に限る。）の規定は、この法

律の施行の日（以下この条及び附則第六条において「施行日」という。）以後に新法第二十

二条第十項後段の規定による公告を行う場合について適用し、施行日前にこの法律による改

正前の空家等対策の推進に関する特別措置法（次項において「旧法」という。）第十四条第

十項後段の規定による公告を行った場合については、なお従前の例による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項（同条第十一項に係る部分に限る。）の規定は、施

行日以後に同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に旧法第十四

条第二項の規定による勧告を行った場合については、なお従前の例による。 
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（政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過

措置を含む。）は、政令で定める。 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定につい

て、その施行の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づ

いて所要の措置を講ずるものとする。 
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（２）小平市空き家等の適正な管理に関する条例 

 

小平市空き家等の適正な管理に関する条例 

平成２４年 

条例第２９号 

改正 平成２８年条例第２５号 

令和５年条例第２０号 

（目的） 

第１条 この条例は、空き家等が所有者等により適正に管理されないまま放置され、管理不全な

状態となることの防止その他の空き家等の適正な管理に関し、空家等対策の推進に関する特別

措置法（（平成２６年法律第１２７号。次条において（「法」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めることにより、防災及び防犯のまちづくりの推進並びに生活環境の保全に寄与

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)（空き家等 小平市の区域内（（第３号エ及び第４号において（「市内」という。）に所在する

法第２条第１項に規定する空家等をいう。 

(2)（所有者等 法第５条に規定する所有者等をいう。 

(3)（管理不全な状態 次のいずれかの状態が継続していることにより、事故、火災若しくは犯

罪が発生し、又は生活環境が悪化するおそれがあると市長が認める状態（（法第２条第２項に

規定する特定空家等（（第４条において（「特定空家等」という。）と認められる状態を除く。）

をいう。 

ア（空き家等の屋根、外壁、門、塀その他屋外に面する部分（（以下（「空き家等の屋外部分」と

いう。）の損傷、腐食その他の劣化が進み暴風、豪雨、地震その他の異常な自然現象によ

り剥落し、又は倒壊するおそれがあると認められる状態 

イ（空き家等に植物が繁茂し、若しくは密集し、又は廃棄物が投棄され、火災の予防上危険で

あると認められる状態 

ウ（空き家等の屋外部分が損傷し、又は空き家等の出入口が施錠されていないことにより、不

特定の者が侵入するおそれがあると認められる状態 

エ（空き家等の屋外部分が腐食し、又は建築物等（（市内に所在する建築物又はこれに附属する

工作物をいう。次条第２項において同じ。）の敷地に廃棄物が投棄され、害虫の発生の原

因となっていると認められる状態 

(4)（市民等 市内に居住する者又は市内に通勤し、若しくは通学する者をいう。 
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（空き家等の適正管理） 

第３条 空き家等の所有者等は、当該空き家等が管理不全な状態になることを防止するため、当

該空き家等の状況を適時に確認できる手段を講ずること、近隣の住民に自己の連絡先を提供す

ること等により、当該空き家等に所在する資材等の整理整頓その他の空き家等の適正な管理を

行わなければならない。 

２ 建築物等の所有者等は、当該建築物等が空き家等となる場合にあっては、あらかじめ当該建

築物等の状況を適時に確認できる手段を講ずること、近隣の住民に自己の連絡先を提供するこ

と等により、当該建築物等を適正に管理できる対策を講じ、管理不全な状態になることを未然

に防止するよう努めなければならない。 

（情報提供） 

第４条 市民等は、管理不全な状態である空き家等又は特定空家等を発見したときは、速やかに

市長にその情報を提供するよう努めなければならない。 

（助言、指導及び勧告） 

第５条 市長は、空き家等が管理不全な状態であると認めたときは、当該空き家等の所有者等に

対し、必要な措置を講ずるよう助言又は指導を行うことができる。 

２ 市長は、前項の助言又は指導を行ったにもかかわらず、なお当該空き家等が管理不全な状態

であるときは、当該空き家等の所有者等に対し、履行期限を定めて必要な措置を講ずるよう勧

告をすることができる。 

（実態調査） 

第６条 市長は、前条第１項の助言若しくは指導又は同条第２項の勧告を行うに当たり必要な限

度において、空き家等について調査を行い、又は関係者に質問し、若しくは資料の提出を求め

ることができる。 

（緊急安全措置） 

第７条 市長は、空き家等に切迫した危険があり、かつ、所有者等が速やかに当該危険を回避す

るために必要な措置を講ずることができないと認めるときは、当該危険を回避するために必要

な最低限度の措置を講ずることができる。 

２ 前項の場合において、市長は、あらかじめ所有者等の同意を得るものとする。ただし、所有

者等を確知することができないときその他のやむを得ない事由により所有者等の同意を得ら

れないときは、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の措置を講じたときは、当該措置に要した費用を所有者等から徴収すること

ができる。 

（関係機関との連携） 

第８条 市長は、前条第１項の措置を講ずるに当たり必要な限度において、警察、消防その他の
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関係機関に協力を求めることができる。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則（平成２４年１２月２７日・平成２４年条例第２９号） 

この条例は、平成２５年１月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１２月２１日・平成２８年条例第２５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の第５条第２項の勧告を受けている空き家

等については、なお従前の例による。 

附 則（令和５年９月７日・令和５年条例第２０号） 

この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（（令和５年法律第５０

号）の施行の日から施行する。 
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（３）小平市空き家等対策計画検討委員会設置要綱 

 

小平市空き家等対策計画検討委員会設置要綱 

令和５年４月１日 

事務執行規程 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（（平成２６年法律第１２７号）第６条第１項に規

定する空家等対策計画（（次条において（「計画」という。）の検討を行うため、小平市空き家等

対策計画検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（検討事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を検討する。 

(1)（計画に関すること。 

(2)（その他計画に必要な事項に関すること。 

（構成） 

第３条 委員会は、識見を有する者、空き家等の対策に関係する団体の代表者及び市民のうち市

長が依頼する委員９人以内をもって構成する。 

２ 委員のうち４人以内は、公募により選任する。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを選出する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（招集） 

第５条 委員会は、委員長が招集する。 

（会議の公開） 

第６条 委員会の会議（（以下この条において（「会議」という。）は、公開する。ただし、会議を

公開することにより、公平かつ円滑な会議の運営が著しく阻害されるおそれがあるときは、委

員会の議により非公開とすることができる。 

２ 会議の傍聴の手続、傍聴人の遵守事項その他会議の公開に関し必要な事項は、別に定める。 

（意見の聴取） 

第７条 委員会は、必要に応じて検討事項に関係がある者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（設置期間） 
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第８条 委員会の設置期間は、設置の日から令和６年３月３１日までとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、総務部地域安全課において処理する。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定め

る。 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。 
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（４）検討委員会・委員名簿及び委員会の検討経過 

 

① 委員名簿 

役職 氏名 所属等 

委員長 吉田 安之 東京都行政書士会多摩中央支部 

副委員長 上田 真一 NPO法人空家・空地管理センター 代表理事 

委員 安齋 圭太郎 市民公募委員 

委員 石橋 勉 （一社）東京都建築士事務所協会 北部支部 支部長 

委員 日部 智子 市民公募委員 

委員 齋藤 順子 市民公募委員 

委員 柴田 亮 市民公募委員 

委員 藤居 昌行 小平市社会福祉協議会  

委員 武藤 進 東京司法書士会田無支部 

【委員以下 50音順（敬称略）】 

 

② 委員会の検討経過 

開催日 内  容 

令和５年６月２８日 ・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画策定の基本方針について 

・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画の骨子案について 

・小平市空き家等対策計画検討委員会のスケジュールについて 

令和５年８月２５日 ・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画骨子案について 

令和５年１０月１７日 ・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画素案について 

令和６年２月６日 ・第二次小平市空き家等対策計画（案）について 

・市民公募意見手続きの実施結果について 
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（５）庁内検討会議・関係課及び会議の検討経過 

 

① 関係課 

 備  考 

企画政策部 
政策課  

行政経営課  

総務課 
防災危機管理課  

地域安全課 検討委員会出席 

市民部 税務課 検討委員会出席 

地域振興部 
市民協働・男女参画推進課 検討委員会出席 

産業振興課 検討委員会出席 

健康福祉部 
生活支援課 検討委員会出席 

地域包括ケア推進担当課長 検討委員会出席 

環境部 
環境政策課  

資源循環課  

都市開発部 

都市計画課  

建築指導課  

道路課  

 

② 会議の検討経過 

開催日 内 容 

令和５年６月２３日 ・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画策定について 

令和５年８月１４日 ・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画の骨子案について 

令和５年１０月１６日 ・（仮称）第二次小平市空き家等対策計画の素案について 

令和６年１月１８日 
・第二次小平市空き家等対策計画（案）について 

・市民公募意見手続の実施結果について 

 

 
 

 

（６）計画素案に対する市民意見公募手続の実施状況 

 

 

実 施 期 間 令和５年１１月２０日（月）～令和５年１２月１９日（火） 

閲 覧 場 所 
市役所１階市政資料コーナー、市役所３階地域安全課、 

東部・西部出張所、市ホームページ 

提出の方法 持参、郵送、ファクシミリ、電子メール、市ホームページ 
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（７）空き家等対策パンフレット（令和 3年度作成、抜粋） 
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（８）東京都空き家ワンストップ相談窓口に関するリーフレット 
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（９）用語解説 

 

アルファベット 

■NPO法人 

NPO は「Non-Profit Organization」の略称で、特定非営利活動促進法に基づき法人格を取得して

いる団体。株式会社など「営利」を目的とする組織とは異なり、営利を目的としない。 

■PDCAサイクル 

経営学のマネジメントなどで使われる言葉で、計画（Plan）を実行（Do）し、評価（Check）し

て、その結果を改善（Action）に活かすプロセスのことをいう。 

 

 ア行 

■空家等管理活用支援法人 

空家等の管理や活用に取り組む NPO 法人、社団法人等で、市区町村から指定された法人。 

■空家等対策の推進に関する特別措置法 

平成 26 年 11 月に成立した法律で、空き家の実態調査、適切な管理、活用促進、特定空家等の指

定と措置などが定められている。また、令和 5 年 12 月に、空き家の活用拡大、空き家の適正な管

理の確保、特定空家等の除却の容易化の３つの対策強化を目的に改正法が施行された。 

■空き家ワンストップ相談窓口 

東京都空き家利活用等普及啓発・相談事業による空き家の利活用等（相続・売却・賃貸・リフォ

ーム・管理・マッチング）についての無料のワンストップ相談窓口。 

 

 カ行 

■核家族化 

夫婦のみの世帯、または夫婦(ひとり親の場合も含む)と未婚の子どものみの世帯が増加する現象

のこと。 

■管理不全空家等 

法改正により、新たに定義され、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置

すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等のこと。 

■旧耐震基準 

昭和 56 年 6 月 1 日施行の「建築基準法施行令の一部を改正する政令」による改正前の建築基準

法施行令の耐震基準に基づき建築されたもの。一般的には、昭和 56 年 5 月 31 日までに、着工し

た建築物を指す。 

■国勢調査 

日本に居住している全ての人を対象に 5 年に一度、全国で一斉に実施される、日本の人口や世帯

の実態を明らかにする国の最も基本的な統計調査。 

■固定資産税の住宅用地特例 

住宅やアパートなど、人が居住するための家屋の敷地として利用されている土地（住宅用地）に

ついて、特例措置があり、税金が軽減される。 
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 サ行 

■住宅・土地統計調査 

日本の住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地等の実態を把握し、その現状

等を明らかにする統計調査。５年毎に実施される。 

■所有者不明土地等 

相続等の際に土地の所有者についての登記が行われないなどの理由により、不動産登記簿を確認

しても所有者が分からない土地、または所有者は分かっていてもその所在が不明で所有者に連絡

がつかない土地のこと。令和 3 年 4 月に、所有者不明土地の「発生の予防」と「利用の円滑化」

の両面から、総合的に民事基本法制の見直しが行われた。 

■推定相続人 

相続が開始した場合に、相続人になるべき者。 

■住まいの終活 

終活とは、人生の最期に向けて行う活動、事前準備のこと。「住まいの終活」とは、自分自身が死

後に残す「住まい」のことを考え、準備すること。 

■成年後見人 

「成年後見制度」に基づき、認知症や精神障害、知的障害などさまざまな理由で判断能力が低下

し、ひとりで法律行為をおこなうことが不可能もしくは困難になってしまった方に代わって法律

行為を行う者。 

■専用住宅 

専ら居住を目的に建築され、店舗、事務所、作業場等の業務の用に供する部分がない住宅。一戸

建て、共同住宅の別を問わない。 

■相続財産清算人 

相続人がいない場合に、遺産を国庫に帰属させる役割を持つ人のこと。相続財産清算人は、被相

続人の債権者等に対して被相続人の債務を支払うなどして清算を行い、清算後残った財産を国庫

に帰属させる。 

 

 タ行 

■地価公示 

国土交通省が、地価公示法に基づき公表する毎年 1 月 1 日時点の土地の価格。同省の土地鑑定委

員会が、土地の用途別に標準地を選定し、不動産鑑定士が 1 ㎡当たりの価格を評価する。 

■特定空家等 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害とな

るおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態そ

の他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空

家等をいう。 
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 ハ行 

■報告徴収権 

市区町村長が特定空家等への勧告・命令等を円滑に行うため、特定空家等の所有者に対し、資料

の提出などを求めることができる権利。法改正により付与された。  
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